
様式番号 様 式 名 ファイル形式

Ｂ－５ 障害者雇用の状況

Ｂ－６ 監理技術者の状況

Ｃ－５ 委任状

Ｃ－７ 組合員名簿

Ｃ－８ 役員名簿

Ｃ－９ 官公需適格組合資格審査数値計算表

Ｃ－１３ 資本関係・人的関係調書

Ｃ－１０ 申請事業所の写真、案内図

D－２ 【 埼玉県 】 建設工事申請者（県内本店）用提出書類確認リスト

D－２－１ 【 埼玉県 】 不当要求防止責任者の受講状況

D－２－２ 【 埼玉県 】 防災協定締結証明書

D－２－３ 【 埼玉県 】 災害防止活動の実績報告

　【 埼玉県 】 国又は埼玉県内の市町村からの要請等に基づく

　　　　　　　　 災害防止活動の実績報告

D－２－５ 【 埼玉県 】 育児休業制度導入の状況

D－２－６ 【 埼玉県 】 女性技術職員雇用の状況

D－２－７ 【 埼玉県 】 インターンシップ等の受入れに関する証明書

D－２－８ 【 埼玉県 】 若年技術職新規雇用の状況

D－２－９ 【 埼玉県 】 就労環境改善の取組状況

　　D－２－９【別紙】 【 埼玉県 】 就労環境の改善に関する証明書

D－２－10 【 埼玉県 】 地域貢献の実施状況

D－２－11 【 埼玉県 】 消防団協力事業所に関する証明書

D－２－12 【 埼玉県 】 環境への配慮に関する証明書

D－４ 【 さいたま市 】 個別情報報告書

D－６ 【 さいたま市 】 災害協定締結団体加盟証明書

D－７ 【 川越市 】 個別状況報告書

D－８ 【 秩父市 】 事業所実態調査票

D－１５ 【 上尾市 】 事業所実態調査票

区分

[ 別冊３ ] 工事等・更新申請

令和９・１０年度
建設工事請負等競争入札参加資格審査

申請書・添付書類 様式集

添
付
書
類

 D－２－４

共
通
書
類

自
治
体
別
書
類

PDF

Excel

PDF

※提出するファイルの拡張子は、以下のとおりにしてください。

Excel ：「xlsx」

PDF ：「pdf」

画像ファイル ：「ｊｐｇ」、「jpeg」、「png」、「gif」、「tiff」、「tif」



様式 Ｂ-５

人

人

人

人

人

※ 令和８年６月１日現在､障害者雇用状況報告書提出義務のある事業者は､
　この様式を使用できません。
※ 行政庁の受理印のある障害者雇用状況報告書（令和８年６月１日現在の
　状況を報告したもの）を提出してください。

共　通

精神障害者

雇用人数

障 害 者 雇 用 の 状 況

障害者雇用状況報告書の提出義務のない事業者用

身体障害者

知的障害者

合　　計

総従業員数

上記の障害者を、当社従業員として雇用していることを報告します。

      　　　　年　　　　月　　　　日

商号
又は名称



様式 Ｂ－６

人

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

上記のとおり報告します。

（表　面）

商号又は名称

共通（工事）

監 理 技 術 者 の 状 況

（裏　面）

　　監理技術者
　資格者証の写し

※ １名分のみ貼付して
 ください。

※ 有効期間内のもの
 で、資格者証に記載さ
 れている所属建設業者
 名が申請事業者と一致
 しているものに限りま
 す。

※　講習修了証の写し
  は提出不要です。

監理技術者数
（申請日現在）

※会社全体での人数を記入
してください。

※申請受付システムに入力
する監理技術者数と一致し

ます。



 行政庁
 記入欄

年 月 日

　（あて先）

〒

〒

委任事項 委任期間

１　入札参加資格申請に関すること。

２　入札及び見積りに関すること。

３　契約の締結に関すること。

４　契約の履行に関すること。

５　代金の請求及び受領に関すること。

６　代理人又は復代理人の選任に関すること。

７　前各号に付帯する一切のこと。

名簿登載日から令和１１年３月３１日まで

※記入漏れがないよう、十分に確認してください。
　建設工事を従たる営業所で申請する場合、代理人は建設業法施行令第３条に規定する使用人としてください。

埼玉県電子入札共同システム参加自治体の長

１については、

申請日から令和１１年３月３１日まで

２～７については、

受　任　者 事 業 所 名

代 理 人 役 職 名

代 理 人 氏 名

代 理 人 を 置 く
営業所の所在地

商 号 又 は 名 称

私は、次の者を代理人と定め、次の１～７の権限を委任します。

本店又は主たる
営業所の所在地

委　任　者 商 号 又 は 名 称

代 表 者 役 職 名

代 表 者 氏 名

　新規　　更新　　その他

委　任　状

共通書類 様式 Ｃ－５



様式 Ｃ－７

組 合 員 名 簿

 

代表者名

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

   組合の名称：

共通書類（組合等）

※１　記入する組合員は全組合員を対象とします。
　　　組合員名が個人の場合は個人名を、法人である場合は法人名を記入してください。

組合員名
（※１）

所在地



共通書類（組合等） 様式 Ｃ－８

役 員 名 簿
組合の名称：

商号又は名称 役 職 名
組合役職名 備　考

所 属 事 業 者
氏　名



№

1 －

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

① ② ③ ④ ⑤

1

2

3

4

5

6

数値
特例

① ② ③ ④ ⑤

1

2

3

4

5

6

数値
特例

経営状況
評点（Y）

申請自治体

利益額（千円）
社会性等
評点（W）

共通

組合の名称

共通書類（工事・組合等）

官 公 需 適 格 組 合 資 格 審 査 数 値 計 算 表

商号又は名称

様式 Ｃ－９（その１)

許　可　業　者 自己資本額（千円）

特 例 適 用 後 数 値

№

№

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　元  請  完　成　工　事　高　（千円）

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　完　成　工　事　高　（千円）

（様式　Ｃ－９）



1

2

3

4

5

6

数値
特例

1

2

3

4

5

6

数値
特例

二級

官 公 需 適 格 組 合 資 格 審 査 数 値 計 算 表

申請自治体 共通

様式 Ｃ－９（その２)

№

その他 二級

組合の名称

№
④ ⑤

① ②

二級

共通書類（工事・組合等）

基幹一級 （講習受講）

基幹 二級 その他 一級監理補佐 （講習受講） その他

③

基幹 監理補佐 その他その他 一級監理補佐

建　設　工　事　の　種　類　別　技　術　職　員　数

監理補佐 （講習受講） 基幹一級 （講習受講）

基幹 二級

建　設　工　事　の　種　類　別　技　術　職　員　数

一級 （講習受講） 監理補佐

（様式　Ｃ－９）



令和 年 月 日

（あて先）

記

１　資本関係に関する事項

（１）　会社法第２条４号の規定に関する親会社

２　人的関係に関する事項

（１）　役員の兼任の状況

（備考）
注1
注2

注3

注4

注5

資本関係・人的関係がある場合のみ提出してください。
自社と資本関係又は人的関係にある他社の入札参加資格者名簿への登録又は申請状況を申請者自身が確認した上
で、記入してください。

「２　人的関係に関する事項」については、別冊２（共通書類のページ）又は該当する各自治体の規定を確認した
上で、記入してください。

変更が生じた場合には変更後の内容を明確に記入した上で、提出してください。なお、川越市については、変更時
の提出は不要です。

記入欄が不足する場合は、行を追加し記載するか、不足分を任意の様式に記載し提出してください。

兼任している会社名・役職名

役職名 氏名 商号 本店所在地 役職名

さ

い

た

ま

市

川

越

市

川

口

市 自社の役員

代表者氏名

さ

い

た

ま

市

川

越

市

川

口

市

（３）　（１）の記載による親会社を同じくする他の子会社

商号 本店所在地

代表者氏名

さ

い

た

ま

市

川

越

市

川

口

市

（２）　会社法第２条３号の規定による子会社

商号 本店所在地

商号 本店所在地 代表者氏名

代　表　者　氏　名

　競争入札参加資格審査申請日現在において、自社と資本関係又は人的関係にある会社等で、令和
９・１０年度における入札参加資格審査申請を行った、又は行う予定のある他の会社等については
下記のとおり相違ありません。

さ

い

た

ま

市

川

越

市

川

口

市

申請先自治体

に

商 号 又 は 名 称

本店所在地又は住所

様式 Ｃ－１３

資本関係・人的関係調書

さいたま市長

川越市長

川口市長



自治体別書類 様式 Ｃ-１０（1/2）

申請自治体　

※提出先は、申請事業所が所在する自治体のみです。名簿登録を申請するすべての自治体分作成するものではありません。

　　申請事業所の写真

商号（名称）及び事業所名

事業所の所在地

事業所全景写真

事業所の建物

事業所の形態

看板等の設置 　　　（設置場所　　 　　　　　　　　　　）

事業所内部写真

設備等

※　事業所の全景で、看板等で商号（名称）及び事業所名がわかるように写っているもの。３か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

※　事業所内が広範囲に写っているもの。３か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

独立した事務所 テナントビル内 戸建住宅、マンション内

申請事業所専用 他の事業所等と併設

有 無

電話 ＦＡＸ パソコン プリンタ インターネット接続



様式 Ｃ－１０（2/2）

　　申請事業所の案内図

商号（名称）及び事業所名

事業所の所在地

※　目印となる道路、建物、店舗等を含めて記入してください。（住宅地図等の写しの貼付可）



様式

 ↓提出する書類等の確認欄に☑をしてください。

確認欄
行政庁
記入欄

別
冊
2

- 3

- 4

- 5

- 6

- 7

(1)

(2)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

- 10

- 11

- 12

- 13

- 14

- 15

16

- 17

- 18

- 19

- 20

- 21

- 22

- 23

ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシステム）の事業者登録を完了した者（※１）（添付書類なし）

埼玉県と締結している防災協定書の写し 又は 防災協定締結証明書（様式Ｄ－２－２）（原本）(※７)

下記(1)～(6)のいずれか３つまで（※５）

従業員１０１人以上の企業等の場合、「次世代育成支援対策推進法」第１３
条の規定に基づく認定書の写し

育児休業制度導入の状況（様式Ｄ－２－５）及び添付書類

消防団協力事業所に関する証明書（様式Ｄ－２－１１）（原本）（※２、※７）

協力雇用主の登録に関する証明書（原本）（さいたま保護観察所証明のものに限る）（※２、※７）

インターンシップ等の受入れに関する証明書（様式Ｄ－２－７）（原本）（※２、※７）

従業員１００人以下の企業等の場合、厚生労働省（埼玉労働局）の受理印の
ある「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく「一般事
業主行動計画（※６）」の写し　又は　認定書の写し

地域貢献の実施状況（様式Ｄ－２－１０）及び添付書類

女性技術職員雇用の状況（様式Ｄ－２－６）及び添付書類　（１名まで）

不当要求防止責任者の受講状況（様式Ｄ－２－１）

Ｄ－２

国又は埼玉県内の市町村からの要請等に基づく災害防止活動の実績報告(様式
Ｄ－２－４）及び添付書類

←件数

埼玉県からの要請等に基づく災害防止活動の実績報告(様式Ｄ－２－３）及び添
付書類

土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法第
１２条に規定する団体等に加入していることを証明する書類（原本）(※７)

ユーザＩＤ 会社名

以下(1)～(2)のいずれか１つ

※５　（1）（3）は、従業員数１０１人以上の事業者は対象外

書　類　名　及　び　項　目

埼玉県・建設工事申請者（県内本店）用提出書類確認リスト
①埼玉県に建設工事を申請 ②建設業許可の主たる営業所が埼玉県内にある事業者 用

パートナーシップ構築宣言の登録を完了した者（※１）（添付書類なし）

この欄には記入しないでください↓

※１　申請日現在において登録・認証が完了したものが対象

事業所名

従業員１０１人以上の企業等の場合、「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律」第９条の規定に基づく認定書の写し

埼玉県エコアップ認証制度又はエコアクション２１のいずれかの認証を取得した
者　（※１、※３、※４）（添付書類なし）

※４　ＩＳＯ14001認証取得登録証の写し（共通書類）を提出している場合は対象外

Ｄ－２－９
該当番号

就労環境改善の取組状況（様式Ｄ－２－９）及び添付書類

若年技術職新規雇用の状況（様式Ｄ－２－８）及び添付書類　（２名まで）

従業員１００人以下の企業等の場合、厚生労働省（埼玉労働局）の受理印の
ある「次世代育成支援対策推進法」に基づく「一般事業主行動計画（※６）」
の写し　又は　認定書の写し

①②の両方に該当する方のみ提出してください。
（ただし、下記一覧に該当する書類及び項目がない場合、このリストは提出不要です。）

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

環境への配慮に関する証明書（様式D-２-１２）（原本）（※２、※７）

※７　原本をPDF化又は画像データ化し、ファイル添付システムに添付してください。
　　（郵送で提出する場合は、原本を提出してください。）

※６　計画期間が申請日を含むものであること

- 9

※２　申請日前３か月以内に交付されたもの

※３　認定（認証）期間内のもの

障害者雇用の状況（法定雇用障害者より１人以上多く雇用している場合）（※８）（添付書類なし）

埼玉県アライチャレンジ企業登録制度の登録を完了した者（※１）（添付書類なし）

※８　主たる事務所を管轄する公共職業安定所に障害者の雇用に関する報告書の写しを提出したもので、 
 
        法定雇用障害者数より１人以上多く雇用していても、様式Dー２へのチェック記入がない場合には、　
　　

事業継続力計画に係る認定通知書及び申請書の写し

「建設会社における災害時の基礎的事業継続力評価要領」に基づく認定書
の写し

- 8

←雇用人数

多様な働き方実践企業認定証の写し（※３）

埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度、埼玉県環境ＳＤＧｓ取組宣言企業制度又は
埼玉県サステナブル企業認証制度に登録が完了した者（※１）（添付書類なし）

添
付
書
類
は
不
要
で
す
。

加
点
を
希
望
す
る
場
合
に
は

✓
を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。



様式 Ｄ－２－１

商号又は名称

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

不 当 要 求 防 止 責 任 者 の 受 講 状 況

不当要求防止責任者

役職名 氏名

　　　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

責任者講習受講修了書の写し貼付欄

※　埼玉県公安委員会が発行した受講修了書を縮小コピーして貼付してください。

※　コンプライアンス研修は対象外です。

※　講習年月日が令和５年度以降のものが対象です。

以上のとおり、不当要求防止責任者講習を受講したことを報告します。



様式

埼玉県知事　あて

（団体名）

印

※　埼玉県と締結した協定のみ有効です。

※　入札参加資格申請日前３か月以内に発行された原本を提出してください。

上 記 の 者 は 年 月 日 付 け で 埼 玉 県 と の 間 で 締 結

し た 災 害 時 に お け る 応 急 対 策 業 務 に 関 す る 災 害 協 定 に

基 づ い て 災 害 応 急 活 動 等 に 従 事 す る 者 で あ る こ と を 証 明 す る 。

　　　　　年　　　月　　　日

商号 又は 名称

許　可　番　号

代　表　者　名

所　 在 　地

埼玉県（工事・主たる営業所が県内） Ｄ－２－２

　　年　　月　　日　

令和９・１０年度　入札参加資格審査提出用

防　災　協　定　締　結　証　明　書



様式 Ｄ－２－３

１　工事期間（活動日）
（令和6年10月1日～令和8年9月
30日に実施したものが対象です。）

２　発注課所
（埼玉県（警察本部及びその出先
機関を除く）の組織に限ります。）

３　活動場所

４　活動内容

５　添付書類 契約書（写し） 　 発注書（写し） 　 依頼書（写し） 　 認定書（写し） 　

（該当するものに○を付けてくださ
い。）

１　工事期間（活動日）
（令和6年10月1日～令和8年9月
30日に実施したものが対象です。）

２　発注課所
（埼玉県（警察本部及びその出先
機関を除く）の組織に限ります。）

３　活動場所

４　活動内容

５　添付書類 契約書（写し） 　 発注書（写し） 　 依頼書（写し） 　 認定書（写し） 　

（該当するものに○を付けてくださ
い。）

１　工事期間（活動日）
（令和6年10月1日～令和8年9月
30日に実施したものが対象です。）

２　発注課所
（埼玉県（警察本部及びその出先
機関を除く）の組織に限ります。）

３　活動場所

４　活動内容

５　添付書類 契約書（写し） 　 発注書（写し） 　 依頼書（写し） 　 認定書（写し） 　

（該当するものに○を付けてくださ
い。）

商号又は名称

※ 緊急時における災害防止活動が対象となるため、審査の結果緊急性が低いと判断されたものは、対象外となる場合があります。

※ 埼玉県と締結した防災協定に基づく活動も対象とします。この場合も上記５の添付書類を提出してください。
　　（防災協定書の提出では対象となりません。）

第

３

回

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

※いずれも上記1～4の内容が確認できるもの。

令和6年10月1日から令和8年9月30日の間に、災害実施活動を実施したことを報告します。

　　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

※ 本紙で３回分の実績が記入できます。（契約１件につき、実績は１回とします。）

※ 工事期間の一部が対象期間内である場合も対象とします。

第

２

回

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

※いずれも上記1～４の内容が確認できるもの。

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

埼玉県からの要請等に基づく災害防止活動の実績報告

第

１

回

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

※いずれも上記1～４の内容が確認できるもの。



様式 Ｄ－２－４

１　工事期間（活動日）
（令和6年10月1日～令和8年9月
30日に実施したものが対象です。）

２　発注機関

３　活動場所
（活動場所は埼玉県内に限りま
す。）

４　活動内容

５　添付書類 契約書（写し） 　 発注書（写し） 　 依頼書（写し） 　 認定書（写し） 　

（該当するものに○を付けてくださ
い。）

商号又は名称

※ 緊急時における災害防止活動が対象となるため、審査の結果緊急性が低いと判断されたものは、対象外となる場合があります。

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

国又は埼玉県内の市町村からの要請等に基づく災害防止活動の実績報告

活

動

概

要

令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

※いずれも上記1～４の内容が確認できるもの。

令和6年10月1日から令和8年9月30日の間に、災害実施活動を実施したことを報告します。

　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

※ 工事期間の一部が対象期間内である場合も対象とします。



様式 Ｄ－２－５

法令を上回る部分

　 　

　 　

　 　

７．その他 　

該当する箇所： ページ 行目から

上記就業規則（育児・介護休業規程）に対応する法令上の規定等

商号又は名称

※　法令どおりの場合は対象となりません。また、介護制度については対象外です。

※　労働基準監督署の受理印のある就業規則（写し）又は育児・介護休業規程（写し）を添付し、法令を上回る部分
　を黄色のマーカーで塗り、提出してください。
　　　ただし、労働基準監督署の受理印が押してあるページ及び育児、介護休業法の法令を上回る部分が記載され
　ているページのみ提出してください。

　上記のとおり就業規則に規定しており、労働基準監督署に届出していることを報告します。

　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

就業規則　（育児・介護休業規程も含む）

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

育児休業制度導入の状況

「育児・介護休業法」の規定を上回る就業規則等の内容を具体的に記入してください。

該当するものに○をつけてください。

１．育児休業 ２．子の看護休暇

３．育児のための所定外労働の免除 ４．育児のための時間外労働の制限

５．育児のための深夜業の制限 ６．育児短時間勤務

（　　　　　　　                                       ）



　

　

　 　

 資格審査申請日現在において、上記の女性技術職員を雇用していることを報告します。

商号又は名称

※　当該女性技術職員が令和6年10月1日から令和8年9月30日の間に雇用され、かつ雇用時に34歳以下であった場合で「若年技術職新規雇用」
　としても申請する場合は、あわせて様式Ｄ－２－８を提出してください。

※技術職が対象(建設ディレクターを除く)

塗装工 左官 鉄筋工

溶接工 建設ディレクター

そ　の　他 (                                                      )

　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　

添付書類

（該当するものに○を付けてください。）

１　被保険者標準報酬決定通知書等の写し
　　（直近のもの）※必須

　

職 種
（該当する職種に○を付けてください。）

設計技術者 施工管理技術者 測量技術者

電気工 配管工 機械運転工

大工 とび工 型枠工

2　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　※１の書類に代わるもの

3　所得税確定申告に係る青色申告決算書
　　または収支内訳書（直近のもの）※個人事業者必須

埼玉県（工事・主たる営業所が県内） 様式 Ｄ－２－６

女 性 技 術 職 員 雇 用 の 状 況

女性技術職員の氏名

※役員（個人事業者の場合、事業専従者）は
対象外



様式

様

記

から

日間

 

(証明者)

注）

所 在 地

・申請日前３か月以内に証明された原本を提出してください。

・学校によっては事業者の押印が必要となります。あらかじめ確認してから依頼願います。

学 校 名

代 表 者 名

・この様式によりがたい場合は、任意の様式で証明願います。

　その場合、受入れ実施期間、勤務日数及び証明者は必ず記載願います。

を実施したことを証明願います。

勤務日数：　　　　　日間

インターンシップ等の受入れに関する証明書

上記のとおり相違ないことを証明します。

年　　月　　日

代 表 者 名

　埼玉県建設工事入札参加資格審査申請にあたり、当社が、令和６年１０月１日から

令和８年９月３０日までの間に３日以上、下記のとおりインターンシップ等の受入れ

入札参加資格審査用 総合評価方式の入札には使用できません。

埼玉県（工事・主たる営業所が県内） D－２－7

インターンシップ等の受入れに関する証明願

※１　職位に指定はありません。

※２　姓・名どちらも記入してください。

年　　月　　日

事務担当者職名(自筆)※１

事務担当者氏名(自筆)※２

実施期間：　　　　 　年　 　月　 　日　から　　　　 　年　 　月　 　日年　　月　　日 年　　月　　日

（学校名）　　　　　　　　　　　　　様

所 在 地

（事業者名） 商 号 又 は 名 称



様式

設計技術者 施工管理技術者 設計技術者

測量技術者 電気工 測量技術者

配管工 機械運転工 配管工

大工 とび工 大工

型枠工 塗装工 型枠工

左官 鉄筋工 左官

溶接工 　 建設ディレクター 　 溶接工

その他 　 その他

　 　

　

（参考）

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

若 年 技 術 職 新 規 雇 用 の 状 況

新規雇用技術者
の氏名

※役員（個人事業者の場
合、事業専従者）は対象
外

D - ２ - ８

雇用年月日

　　令和　　　年　　　月　　　日 令和　　　年　　　月　　　日※令和6年10月1日～令
和8年9月30日が対象

雇用時の年齢

歳 歳
※３４歳以下の者が対象

職 種 施工管理技術者

（該当する職種に○を付
けてください。）

電気工

機械運転工

とび工

添付書類

 1　採用通知書等の写し
　　（雇用年月日が明記されているもの）
　　※必須

 1　採用通知書等の写し
　　（雇用年月日が明記されているもの）
　　※必須

 2　被保険者標準報酬決定通知書等
　　の写し（直近のもの）
　　※必須

 2　被保険者標準報酬決定通知書等
　　の写し（直近のもの）
　　※必須

塗装工

※技術職が対象（建設
ディレクターは除く）

鉄筋工

建設ディレクター

（　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　）

雇用年

（該当するものに○を付
けてください。）

 3　その他（　　　　　　　　　　　　　　）
　　※１、２の書類に代わるもの

 3　その他（　　　　　　　　　　　　　　）
　　※１、２の書類に代わるもの

 4　所得税確定申告に係る青色申告
　　決算書または収支内訳書
　　（直近のもの）※個人事業者必須

 4　所得税確定申告に係る青色申告
　　決算書または収支内訳書
　　（直近のもの）※個人事業者必須

 資格審査申請日現在において、上記の技術者を雇用していることを報告します。

　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

商号又は名称

※ 本紙には新規雇用技術者２名まで記入できます。

※ 女性技術職員を新規雇用し、「女性技術職員雇用」としても申請する場合は、あわせて様式Ｄ－２－６を
   提出してください。

誕生日到来で35歳になる方

※　有期雇用者は対象外です。　（派遣労働者、技術実習生、契約社員等）

令和6年（2024年）

令和7年（2025年）

令和8年（2026年）

　昭和64年・平成元年（1989年）生まれ

　平成2年（1990年）生まれ

　平成3年（1991年）生まれ



様式 Ｄ－２－９

　

　

商号又は名称

〇　１又は２で申請する者は、労働基準監督署の受理印のある就業規則（写し）等を添付し、該
当する部分を黄色のマーカーで塗り、添付してください。
　　 ただし、提出は労働基準監督署の受理印が押してあるページ及び休日に関する規定が記
載されているページのみ添付してください。

〇　３又は４で申請する者は、令和６年１０月１日～令和８年９月３０日までの間に工事を完成さ
せたものに限ります。

〇　３又は４で申請する者は、ICT活用工事又はASP方式活用工事を受注及び完成したことを証
明する書類として、下記の3点の書類を添付してください。
　(1)　契約書
　(2)　公告文又は特記仕様書（ICT活用工事又はASP方式活用工事が契約書に記載されている
工事名の書類であることが確認できるもの）
　(3)　検査完了通知書（発注者が発行しているものに限る。）
※　上記書類ではICT活用工事又はASP方式活用工事の受注及び完成を証明できない場合、
様式D-２-９【別紙】を添付してください。

　３ ． 国、地方公共団体又は日本下水道事業団との請負契約によるＩＣＴ活用工
事による工事を完成させた

　４ ． 国、地方公共団体又は日本下水道事業団との請負契約による工事情報共
有システム(ASP方式)活用工事による工事を完成させた

２を選択した場合、就業規則等に基づく年間休日の算出方法を以下に記入してください。

当社は、上記のとおり実施していることを報告します。

令和　　　 年　　　　　月　　　　　日

　２ ． 就業規則等で技術系職員の休日を年間１１０日以上と規定し、実施してい
る

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

就労環境改善の取組状況

就労環境改善の取組状況について、該当するものに○をつけてください。

　１ ． 就業規則等で技術系職員の休日を ４週８休 と規定し、実施している



様式

様

　

　

記

令和　　年　　月　　日

 

(証明者)

就労環境の改善に関する証明願

（ICT活用工事・工事情報共有システム（ASP方式）活用工事）

（ICT活用工事・工事情報共有システム（ASP方式）活用工事）

※１
ICT活用工事による工事

工事情報共有システム（ASP方式）活用工事による工事

　　　　　　　　　　　　を下記のとおり完成させたことを証明願います。

（完成検査日）

就労環境の改善に関する証明書

所 在 地

・申請日前３か月以内に証明された原本を提出してください。

発 注 機 関 名

発 注 者 名

※１　ICT活用工事による工事、工事情報共有システム（ASP方式）活用工事による工事両方で

　　加点を希望する場合、以下のとおり○をつけ本様式を作成してください。

　　①　１つの工事でICT活用工事による工事、工事情報共有システム（ASP方式）活用工事に

　　　よる工事を両方実施した場合

　　　→　両方に○をつけて提出してください。(本様式を１枚作成してください。)

　　②　ICT活用工事による工事、工事情報共有システム（ASP方式）活用工事による工事を実

　　　施した工事が異なる場合

　　　→工事ごとに本様式を作成してください。(本様式を２枚作成してください。)

年　　月　　日

代 表 者 名

　埼玉県建設工事入札参加資格審査申請にあたり、当社が、令和６年１０月１日から

令和８年９月３０日までの間に、

埼玉県（工事・主たる営業所が県内） D－２－９【別紙】

※２　職位に指定はありません。

※３　姓・名どちらも記入してください。

年　　月　　日

事務担当者職名 (自筆)※2

事務担当者氏名 (自筆)※3

（工事名）

（発注者）

所 在 地

（事業者名） 商 号 又 は 名 称

上記のとおり相違ないことを証明します。



様式 Ｄ－２－１０

(1) 彩の国ロードサポート 　 (2) 川の国応援団美化活動

(3) 県が調整・選定した施設 (4) その他県の管理施設

実施場所

参加
従業員数

　

　

 ５　その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

商号又は名称

 令和6年10月1日から令和8年9月30日までの間に、地域貢献を実施したことを報告します。

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

※　(1)彩の国ロードサポート制度又は(2)川の国応援団の場合は、添付書類１及び４を必ず提出してください。

※　防災協定に基づく活動は対象外です。また、国、市町村との協定等に基づくボランティア活動も対象となりません。

ボランティア
活動の場合

活動等の内容

（活動等の内容を具体的に
記載してください。）

 １　協定書（確認書、認定書）等の写し

添付書類  ２　感謝状等の写し

（該当するものに○
 を付けてください。）  ３　新聞記事・写真等

 ４　県機関へ提出した活動報告書等の写し

実施年月日

※令和6年10月1日～令和8年9月
30日に実施した活動が対象です。

埼玉県（工事・主たる営業所が県内）

地 域 貢 献 の 実 施 状 況

地域貢献の種別
　１　県機関等の施設管理に関するボランティア活動

（該当するものに○
 を付けてください。）



埼玉県（工事・主たる営業所が県内） 様式

様

印

記

１　埼玉県内市町村の消防団協力事業所であること

２　次の従業員が消防団員であること

 

なお、当該消防団員の活動実績は次のとおりです。

印

※事業者の方へ

　事業者と消防団員（従業員）の雇用関係を確認できる書類を添付してください。

（証　明　者）

　下記のことについて、証明願います。

（対　象　者）

（所属消防団）

消防団協力事業所に関する証明書

上記のとおり相違ないことを証明します。

（活動日）※令和６年１０月１日から令和８年９月３０日までの実績

令和　　年　　月　　日

（担当者氏名・連絡先）

D－２－１１

消防団協力事業所に関する証明願

年　　月　　日

（市町村長）　　　　　　　　　　　　　様

所　在　地

（申請者名） 商号又は名称

代 表 者 名



様式

様

　

　

記

令和　　年　　月　　日

 

(証明者)

環境への配慮に関する証明願

（低炭素型建設機械・GX建設機械・バイオ燃料を使用した実績）

（低炭素型建設機械・GX建設機械・バイオ燃料を使用した実績）

※１

　　　　　　　　　　　　を下記のとおり完成させたことを証明願います。

（完成検査日）

環境への配慮に関する証明書

所 在 地

・申請日前３か月以内に証明された原本を提出してください。

発 注 機 関 名

発 注 者 名

※１　➀もしくは②の工事のどちらかの実績がある場合に加点されます。

　　➀、②両方の実績がある場合でも、重複して加点することはできません。ご了承ください。

※２　評価対象となる建設機械は、国土交通省のホームページにて公表されている低炭素型建設

　　機械およびGX建設機械とします。

　　　・国土交通省のホームページ（地球温暖化対策）

　　　https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000005.html

　　　自社保有に限らず、リースおよび下請け保有の建設機械の使用も可とします。

　　　施工計画書の指定機械に機械名、使用工種等を明示していることが条件です。

※３　バイオ燃料は軽油代替燃料であるB5軽油又はGTL軽油とし、施工計画書の「主要機械」に

　　おいて、使用する燃料の種類及び当該燃料を使用する機械（重機等）を明示していることが

　　条件です。

年　　月　　日

代 表 者 名

　埼玉県建設工事入札参加資格審査申請にあたり、当社が、令和６年１０月１日から

令和８年９月３０日までの間に、

➀国土交通省が認定した低炭素型建設機械又はGX建設機械※２を使用した当該工事

②建設機械等にバイオ燃料※３を使用した当該工事

埼玉県（工事・主たる営業所が県内） D－２－１２

※４　職位に指定はありません。

※５　姓・名どちらも記入してください。

年　　月　　日

事務担当者職名(自筆)※４

事務担当者氏名(自筆)※５

（工事名）

（発注者）

所 在 地

（事業者名） 商 号 又 は 名 称

上記のとおり相違ないことを証明します。



①②③は、全ての方が入力してください。

①

③

05 とび・土工

06 石

08 電気

09 管

様式 Ｄ－４     １/２

個別情報報告書

商号又は名称

さいたま市

②

自社と資本関係・人的関係にある会社等で、令和９・１０年度さいたま市競争入札参加資格審査
申請(建設工事、設計・調査・測量、土木施設維持管理）を行った、又は行う予定のある他の会
社がある。

「はい」を選択した場合は、別紙【資本関係・人的関係調書(様式Ｃ－１３)】に必要事項を入力の
うえ提出してください。

本店の郵便番号（ハイフンなしで入力）

　

④は、個人事業主で代表者がさいたま市内に住所を有する場合は全ての項目に入力してください。さいたま市内在住でない場
合は「さいたま市外在住」と入力してください。

総従業員数
「建設工事」を申請する場合…「経営事項審査の総合評定値通知書」の審査基準日における総
従業員数
「建設工事」を申請しない場合…申請日における総従業員数
※非常勤役員や非常勤職員､アルバイトは除いた会社全体の人数を入力してください。

20 機械器具設置

11 鋼構造物

⑤

10 タイル・れんが・ブロック

01 土木

02 建築

03 大工

04 左官

申請する業種について、業種ごとの会社全体の監理技術者の数（申請日現在）を入力してください。1人が複数の業種で監理技
術者の資格を有している場合は、それぞれの業種で計上してください。申請しない業種は空欄のままとしてください。

監理技術者数建設工事の種類 監理技術者数 監理技術者数

⑤以降の項目は、「建設工事」を申請する場合のみ入力してください。

④

代表者住所
（事業所の所在地ではなく代表者の
住民票住所）

代表者生年月日（西暦）

直近の市民税・県民税・森林環境税
納税通知書の宛名番号

07 屋根

建設工事の種類 建設工事の種類

12 鉄筋

13 舗装

14 しゅんせつ

15 板金

16 ガラス

17 塗装

18 防水

19 内装仕上

21 熱絶縁

22 電気通信

23 造園

24 さく井

25 建具

26 水道施設

27 消防施設

28 清掃施設

29 解体



⑥－１

⑥－３

⑥－４

⑥－５

⑥－６

⑥－７

⑥－９

⑥－１０

⑥－１１

　

以下の設問については建設工事を申請する場合にのみプルダウン（「該当あり→有・する」、「該当なし→無・しない」）を選択
してお答えください。また、設問の指示に従ってください。

様式 Ｄ－４     ２/２

⑥－１～４は、「建設工事」を申請する方は全て入力してください。

⑥－２

以下のア又はイのいずれかの書類の提出
さいたま市長又はさいたま市水道事業管理者と
ア　災害協定を直接締結している場合は協定書の写し
イ　災害協定を直接締結していないが、加入している団体が締結している場合は災害協定締結団体加
　　盟証明書（様式Ｄ－６）

協力雇用主の登録に関する証明書の提出

⑥－８

　

※提出「する」を選択した場合は、申請業種について、在籍中の技術職員がＣＰＤＳ／ＣＰＤで取得した単位数等
　 の合計を入力してください。また、証明書の写しを提出してください。

　

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画策定・変更届（受理印のあ
るもの）の写し（従業員１００人以下の企業等の場合のみ対象）又は同法第９条若しくは第１２条に基づく認定
を受けていることがわかるものの写しの提出

　

　

造園ＣＰＤ協議会（継続
教育（ＣＰＤ）制度取得単
位数）

02　建築

01　土木

08　電気

09　管　

【提出書類の対象となる災害協定】
・さいたま市長との間で締結した「大規模災害時における災害応急対策業務及び建設資材調達に関する協定書」
　又は「災害時における電気設備の復旧に関する協定書」
・さいたま市水道事業管理者との間で締結した「災害時における復旧工事の協力に関する協定書」
・さいたま市長又はさいたま市水道事業管理者との間で締結した上記に類似した協定等

　

⑥－５以降は「建設工事」を申請し、主たる営業所の所在地がさいたま市内の方のみ入力してください。

さいたま市長又はさいたま市水道事業管理者との間で締結した災害協定等又は要請に基づく活動実績の報
告

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定・変更届の写し（従業員１００人以下の企業
等の場合のみ対象）又は、同法第１３条若しくは第１５条の２に基づく認定を受けていることがわかるものの写
しの提出

一般財団法人持続性推進機構によりエコアクション２１を認証されていることがわかる書類の写しの提出

次のア～エのいずれかの書類の提出、又は加入している場合
ア　さいたま市と締結している包括連携協定書の写し
イ　さいたま市ＳＤＧｓ認証企業認証書の写し
ウ　さいたま市健康経営企業認定証の写し
エ　さいたま健幸ネットワークに加入している者　　※エは提出書類はありません

　

さいたま市消防団協力事業所表示証交付書の写し又は消防団協力事業所認定継続通知書の写しの提出

女性技術者又は若手技術者（申請日現在３５歳未満）の資格者証等、専任の技術者になりうる者であること
がわかる書類、及び常勤していることがわかる書類の写しの提出

　防災協定締結の有無を「経営事項審査の総合評定値通知書」のとおり選択してください。

13　舗装

23　造園

対象業種のＣＰＤＳ／ＣＰＤにおける単位取得の証明書の提出

公益社団法人土木学会
（ＣＰＤ制度取得単位数）

建築ＣＰＤ運営会議（継
続能力/職能開発（ＣＰ
Ｄ）情報提供制度認定時
間数）

対象となる
建設工事の業種

一般社団法人全国土木
施工管理技士会連合会
（継続学習制度（ＣＰＤ
Ｓ）取得単位数）

　

　

　



さいたま市長

さいたま市水道事業管理者

□

□

□

□ その他 【 】

令和 年 月 日

※該当する協定書を締結している場合は、□に✔をご記入ください。
※締結している協定名が異なる場合は、締結している協定名をその他の【　　】内にご記入ください。

大規模災害時における災害応急対策業務及び建設資材調達に関する協定書

災害時における復旧工事の協力に関する協定書

代 表 者 氏 名

本 店 所 在 地
又 は 住 所

との間で締結した

団体名

商 号 又 は 名 称

さいたま市 様式Ｄ－６

証明日

上記の者は当団体の会員であり、

証明日現在、

災害時における電気設備の復旧に関する協定書

令和９・１０年度建設工事競争入札参加資格審査提出用

災 害 協 定 締 結 団 体 加 盟 証 明 書

に基づいて災害時復旧活動等に従事する者であることを証明する。

印



令和 年 月 日

申請事業所の所在地

商号又は名称・申請事業所名

申請事業所代表者名

以下の質問で該当するものを選択してください。また設問の指示に従ってください。

⑦－１～３の項目は、全て入力してください。

⑦－１

⑦－２

⑦－３

⑦－４以降の項目は、主たる営業所の所在地が川越市内の場合に入力してください。

⑦－４

⑦－５

⑦－６

⑦－７

⑦－８

⑦－９

川越市 様式 Ｄ－７

個別状況報告書

提出しない資格審査申請日時点で有効なISO９００１の認証取得証の写し

女性技術者又は若手技術者（資格審査申請日現在40歳未満)の技術者検定合格書の写し
及び　被保険者標準報酬決定通知書の写し等性別、年齢及び直接雇用が確認できる書類

提出しない

提出しない

提出しない

提出しない

提出しない

提出しない

提出しない

川越市との「災害時における応急復旧業務に関する協定」の協定書の写し
又は　同協定締結団体証明書

協力雇用主の登録に関する証明書の原本

資格審査申請日時点で有効なISO１４００１、埼玉県エコアップ認証制度
又は　エコアクション２１のいずれかの認証取得証の写し

障害者雇用状況報告書の写し又は障害者雇用の状況

「次世代育成支援対策推進法」に基づく一般事業主行動計画策定・変更届
（受理印があるもの）の写し　又は　認定を受けていることがわかるものの写し

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく一般事業主行動計画策定・変更届
（受理印のあるもの）の写し　又は　認定を受けていることがわかるものの写し

消防団協力事務所として認定されていることが確認できる書類

提出しない

建設工事を申請する者のうち

格付に係る市評価点について

本様式に記載された項目の

加点を希望する場合のみ提出



秩父市                                      様式 D-8 
 

 

事 業 所 実 態 調 査 票 
 

※次の項目に記入し、提出してください。 

事

業

所

の

概

要 

商号又は名称  電話番号  

所在地  秩父市 

責任者 

氏名  役職名  

常駐状況  

☐ 在  （不在となる場合の主な理由：                   ） 

☐ 不在 

専任技術者 

（※工事のみ） 

氏名  業種名  

常駐状況 

☐ 在  （不在となる場合の主な理由：                     ） 

☐ 不在  

事

業

所

の

建

物

・

権

原

等

の

状

況 

建物の種類 ☐ 自社所有建物   ☐ テナントビル   ☐ 戸建住宅   ☐ 共同住宅 

事業所の区画 ☐ 有 ・ ☐ 無   

郵便ポストの設置 ☐ 有 (事業所名の表示： ☐ 有 ・ ☐ 無 )           ・ ☐ 無 

事業所名が入って 

いる看板等の設置 ☐ 有（設置場所：                      ）  ・  ☐ 無 

営業許可標識の掲示   ☐ 有（設置場所:                     ）  ・  ☐ 無   ・ ☐ 不要 

事業所の権原 

☐ 自社所有 

☐ 賃借（以下の建物・電気・水道について回答してください。） 

建 

物 

賃貸借契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

電 

気 

使用契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

水 

道 

使用契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

事
務
機
器
等
の
設
置
状
況 

電話 ☐ 有（☐ 固定・ ☐ 携帯）  ・  ☐ 無 

電話の転送 ☐ 有 (転送先：                )  ・  ☐ 無  

事務用机・椅子 ☐ 有   ・   ☐ 無 プリンタ ☐ 有   ・  ☐ 無 

事務帳簿類 ☐ 有   ・   ☐ 無 ＦＡＸ ☐ 有   ・  ☐ 無 

パソコン ☐ 有   ・   ☐ 無 複写機 ☐ 有   ・  ☐ 無 

 



上尾市                                      様式 D-15   
 

 

事 業 所 実 態 調 査 票 
 

※次の項目に記入し、提出してください。 

事

業

所

の

概

要 

商号又は名称  電話番号  

所在地  上尾市 

責任者 

氏名  役職名  

常駐状況  

☐ 在  （不在となる場合の主な理由：                   ） 

☐ 不在 

営業所技術者又は 

特定営業所技術者 

（※工事のみ） 

氏名  業種名  

常駐状況 

☐ 在  （不在となる場合の主な理由：                     ） 

☐ 不在  

事

業

所

の

建

物

・

権

原

等

の

状

況 

建物の種類 ☐自社所有建物   ☐ テナントビル   ☐ 戸建住宅   ☐ 共同住宅 

事業所の区画 ☐ 有 ・ ☐ 無   

郵便ポストの設置 ☐ 有 (事業所名の表示： ☐ 有 ・ ☐ 無 )           ・ ☐ 無 

事業所名が入って 

いる看板等の設置 ☐ 有（設置場所：                      ）  ・  ☐ 無 

営業許可標識の掲示   ☐ 有（設置場所:                     ）  ・  ☐ 無   ・ ☐不要 

事業所の権原 

☐ 自社所有 

☐ 賃借（以下の建物・電気・水道について回答してください。） 

建 

物 

賃貸借契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

電 

気 

使用契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

水 

道 

使用契約書等の有無 ☐ 有 ・ ☐ 無 

契約の名義人 ☐ 事業者 ☐ 代表者  ☐ その他(     ） 

事
務
機
器
等
の
設
置
状
況 

電話 ☐ 有（☐ 固定・ ☐ 携帯）  ・  ☐ 無 

電話の転送 ☐ 有 (転送先：                )  ・  ☐ 無  

事務用机・椅子 ☐ 有   ・   ☐ 無 プリンタ ☐ 有   ・  ☐ 無 

事務帳簿類 ☐ 有   ・   ☐ 無 ＦＡＸ ☐ 有   ・  ☐ 無 

パソコン ☐ 有   ・   ☐ 無 複写機 ☐ 有   ・  ☐ 無 

 


